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第２次トランプ政権の関税政策による県内製造業への影響調査 
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要約 

○アンケート結果によると、米国へ自社製品を輸出している企業、および、取引先を通

じて輸出している企業は、４社に１社の割合だった。 

○トランプ関税による群馬県内経済への影響では、８割の企業が「県内経済を減速させ

る」と回答した。 

○自社の事業活動の先行きについて「不安がある」と回答した企業は、８割強となった。 

○自社業績への影響については、「悪化している」との回答はわずかだったものの、「今

後、悪化する可能性がある」との回答は６割強に達した。具体的な業績悪化の内容と

しては、「販売量の減少」や「取引先の業績悪化」が多かった。 

○業績悪化に対する対策を尋ねたところ、現状では「対策はせず、静観」が６割を占め

た。一方、今後の対策では、「コスト削減」、「販売価格の維持・引き上げ」、「公的機

関等の支援策利用」、「雇用調整」が３割前後となり、今後は具体的な対策を講じよう

とする企業が多い。 

調査のポイント 

第２次トランプ政権の関税政策（以下、トランプ関税）による影響について、県内製

造業を対象にアンケート調査を行い、その結果をまとめた。 


